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１．研究の背景

大学生の卒業後の就職率は、その時々の景気の動向に大きく左右される。
実際、大卒の就職者の割合はリーマン・ショックや東日本大震災の影響を
受け、２０１１年度は「就職氷河期」と呼ばれた２０００年度を下回る水準であっ
た１。しかし、２０１２年度は震災前の水準以上に回復している。その要因に
ついて厚生労働省は、２０１０年に設立した「新卒応援ハローワーク」により、
中小企業を選択する学生が増えたため、と説明している２。

このように、大卒者の就職状況は景気の動向による影響を受けながらも、
種々の職業指導・進路相談を通じて改善の動きを見せていると考えられる。
他方で、大学生自身による職業的社会化も重要であり、これまでに受けて
きた教育や課外活動、学外での社会経験等が、職業希望や進路選択を大き
く左右していると考えられる。

２．研究の目的

そこで本研究は、本学学生を対象に、希望職種・業種等の職業希望の形
成や、最終的な進路選択の実態を把握するとともに、それらに影響を与え
る学生個人の基本的属性や生活状況、大学教育、キャリアセンターでの就
職相談・指導の重要性、効果等について、明らかにすることを目的とする。

本研究の意義は、まず、学生の就職に至る行動メカニズムを解明するこ
とにある。関連する調査・研究が進められる中で、社会科学系の私立大学
の実証的な事例研究として情報を提供するものとなる。さらに、大学の
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キャリア教育やキャリアセンターの就職関連行事の効果評価や見直しに活
用できる点にある。それを通じて、学生生活の質的向上や就職者の割合の
向上に寄与することができると考える。

３．研究の概要

第一の野崎報告では、大学の就職支援行事に焦点をあてる。近年各大学
ではキャリア支援部局による様々な就職支援行事を実施するとともに、カ
リキュラム上もキャリア科目群を設けて学生の就業力向上を図っている。
そこで本学の就職支援行事への参加やキャリア科目の１つであるインター
ンシップの参加状況が就職状況にどのような効果をもたらしているかにつ
いて分析する。

第二の渡辺報告では、就職活動に焦点をあてる。その過程は基本的に、
景気動向や大学新卒市場における需要などの社会経済情勢に左右される。
しかし他方で、学業成績や学生自身の職業志向の影響を受ける。とくに、
民間企業における就職活動に注目し、希望職種や希望業種と就職活動にお
ける成功との関連を分析する。

第三の𠮷住報告では、教職課程の履修者に焦点をあてる。教職免許取得
者が教職を希望する場合と教職以外の進路を選択する場合に分け、特に、
教職以外の進路を選択した学生が免許非取得者と比べて就職状況にどのよ
うな特徴が見られるかを分析する。

４．研究の方法

⑴ データ作成の方法
本研究は本学の２０１０年度～２０１４年度の５ヶ年における卒業生の在学時の

データを分析に用いている。データは本学キャリアセンター所有の資料を
中心としている。主な資料は、進路・求職登録票（３年次１０月の就職ガイ
ダンス時に学生に記入を依頼したもの）、３年次の就職関連行事出席表、
内定届・決定届、及び、就職ガイダンス実施時のアンケートである。
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さらに、学内の他の複数部署からの資料も収集した。教務課からは成績
評価（GPA：Grade Point Average）、学部内の選択コース、インターン
シップの参加（本学のアウトキャンパススタディ科目）である。また、入
試広報課からは入試方式（推薦・一般入試の別等）、外国語センターから
は留学経験なども得ている。

これらのデータを学生個人について入力・連結させて、データを作成し
た３。調査項目は表１の通りである。

⑵ データの定義
調査項目の分類や定義については、各報告の分析中で言及するが、共通

しているものについてのみ、ここで簡単に述べておくことにしたい。
①就職者：決定進路の分類中で、民間企業・公務員・教員のほかに、自

営を含めている。文部科学省の定義では、「契約・非常勤（１年以上）」は
就職者とされるが、本データでは２０１０年度について「契約・非常勤（１年
未満）」とコード上の区別ができないため、除外している。

②就職者の割合：文科省の就職率は「就職者数／就職希望者数」と定義
されるが、就職者数を当該年度の就職希望者ではなく、卒業者数で除した
ものである。就職率では最終的に就職を断念した者を分母から除外してし
まうのに対して、就職者の割合は実態をより反映している指標といえる。

③GPA：本学では成績をＡ～Ｄ、及びＦ（不合格）の５段階で評価し
ている。Ａ＝４点、Ｂ＝３点、Ｃ＝２点、Ｄ＝１点、Ｆ＝０とし、その平
均点である。大きく分類すると、GPA≧３は成績上位者、２≦GPA＜３
は中位者、GPA＜２は下位者と捉えることができる。

⑶ 調査対象者
調査対象となったのは、５ヶ年間の本学学生の全数である。年度別・学

部別の人数内訳は表２の通りである４。文部科学省の「就職率」の算定で
は、留学生を除いているが、本学では留学生への就職指導にも力を入れて
いることから、対象に含めている。一方で、４年間で卒業できなかった過
年度生については、対象から除外している。

そのデータは本学学生の実態を明らかにするために利用されるとともに、
社会科学系の私立大学における一般的な問題や課題を把握するものとして、
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表１ 調査項目、及びデータの所在

No. 項目分類 変 数 データ所在、形態 No. 項目分類 変 数 データ所在、形態

１ 基本属性 学部 進路・求職登録票 ２６ 就職関連行事 行事１ 行事出席ファイル

２ 基本属性 選択コース 教務課 ２７ 就職関連行事 行事２ 行事出席ファイル

３ 基本属性 学籍番号 進路・求職登録票 ２８ 就職関連行事 行事３ 行事出席ファイル

４ 入試 入試方式 入試広報課 ２９ 就職関連行事 ： ：

５ 学業 GPA 教務課 ３０ 就職関連活動 インテーク面接ス
コア 進路・求職登録票

６ 学業 留学経験（有無） 外国語センター ３１ 就職関連活動 就職相談回数 進路・求職登録票

７ 学業 インターンシップ
（有無） 教務課 ３２ 就職活動状況 内定１の進路ID 内定届

８ 学業 公務員講座受講
（１年） 進路・求職登録票 ３３ 就職活動状況 内定１の企業名 内定届

９ 学業 公務員講座受講
（２年） 進路・求職登録票 ３４ 就職活動状況 内定１の企業ID 内定届

１０ 学業 公務員講座受講
（３年） 進路・求職登録票 ３５ 就職活動状況 内定１の業種コード 内定届

１１ 学業 １日あたりの勉強
時間

就職ガイダンス
アンケート ３６ 就職活動状況 内定１の内定月日 内定届

１２ 資格（見込み） 資格１（教員） 進路・求職登録票 ３７ 就職活動状況 内定１の事業内容 内定届

１３ 課外活動 学内活動内容 進路・求職登録票 ３８ 就職活動状況 内定２の進路ID 内定届

１４ 課外活動 学外団体（有無） 進路・求職登録票 ３９ 就職活動状況 内定２の企業名 内定届

１５ アルバイト アルバイト（有無） 進路・求職登録票 ４０ 就職活動状況 内定２の企業ID 内定届

１６ アルバイト 週あたりの時間数 就職ガイダンス
アンケート ４１ 就職活動状況 内定２の業種コード 内定届

１７ 職業希望 希望進路 進路・求職登録票 ４２ 就職活動状況 内定２の内定月日 内定届

１８ 職業希望 希望業種 進路・求職登録票 ４３ 就職活動状況 内定２の事業内容 内定届

１９ 職業希望 希望職種 進路・求職登録票 ４４ 就職活動状況 ： ：

２０ 職業希望 選社基準１ 進路・求職登録票 ４５ 決定進路 決定の進路ID 決定届

２１ 職業希望 選社基準２ 進路・求職登録票 ４６ 決定進路 決定の企業名 決定届

２２ 職業希望 選社基準３ 進路・求職登録票 ４７ 決定進路 決定の企業ID 決定届

２３ 希望勤務地 勤務地１ 進路・求職登録票 ４８ 決定進路 決定の業種コード 決定届

２４ 希望勤務地 勤務地２ 進路・求職登録票 ４９ 決定進路 決定の業種内容 決定届

２５ 希望勤務地 勤務地３ 進路・求職登録票
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位置づけることができる。

５．研究成果の公表

２０１４年度特別研究の助成を受けた研究成果は、以下の通りである。
⑴ 口頭発表

渡辺裕子（２０１５．２．２７）「２０１０～２０１３年度卒業生の就職活動に関する分析」
経済研究所研究会。

渡辺裕子（２０１５．１２．２４）「本学学生の希望職種・業種と就職活動の成功要
因」経済研究所研究会。

野崎謙二（２０１５．１２．２４）「駿河台大学における就職支援行事の有効性につ
いての考察」経済研究所研究会。

𠮷住知文（２０１５．１２．２４）「教職課程履修者の就職活動の分析」経済研究所
研究会。
⑵ 学術論文・研究ノート

渡辺裕子（２０１５）「本学学生の就職活動と進路選択にみられる近年の傾向」
『経済研究所所報』第１８号、１２１―１３０。

野崎謙二（２０１６）「駿河台大学における就職支援行事の有効性についての
考察」『経済研究所所報』第１９号、９―３０。

渡辺裕子（２０１６）「本学学生の民間企業への就職活動の実態と成功要因」『経
済研究所所報』第１９号、３１―５０。

表２ 調査対象者の年度別・学部別卒業者数（単位：人）

卒業年度
学部 ２０１０年 ２０１１年 ２０１２年 ２０１３年 ２０１４年

法学部 ２８２ ２６０ ２７１ ２４４ ２１８
経済学部 ２４０ １９９ ２４５ ２４７ ２２０
メディア情報学部 ２２５ １９７ １６７ １７４ １５０
現代文化学部 １５８ １６６ １２３ １３５ １３０
心理学部 ― ― １０８ １２０ １１４

合 計 ９０５ ８２２ ９１４ ９２０ ８３２
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𠮷住知文（２０１６）「教職課程履修者の就職活動の分析」『経済研究所所報』
第１９号、５１―６１。

注

１ 文部科学省「学校基本調査」による。
２ 毎日新聞２０１２年５月１５日付記事による。
３ 個人情報を扱うにあたっては、データ取扱者ガイドラインを作成した。専

用USB以外へのデータ保存の禁止、データ入力・分析作業時における学内
LAN等への接続禁止等、情報漏洩を厳重に管理した。

４ 渡辺（２０１５）の中間報告との間に２０１１・２０１２年において合計人数に２人の
ズレがあっため、修正されている。

経済研究所所報 第１９号

８


